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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 13,186,69912,149,97613,732,44715,174,77615,989,449

経常利益 (千円) 776,436 280,739 546,281 489,923 730,855

当期純利益 (千円) 409,910 193,018 389,921 191,773 397,356

持分法を適用した

場合の投資利益
(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 970,400 970,400 970,400 970,400 970,400

発行済株式総数 (株) 6,278,4006,278,4006,278,4006,278,4006,278,400

純資産額 (千円) 4,928,7094,794,5005,181,2105,086,4045,282,956

総資産額 (千円) 8,283,7557,823,1948,455,4728,738,1928,840,297

１株当たり純資産額 (円) 789.08 795.68 859.92 856.49 874.91

１株当たり配当額

(１株当たり中間配当額)
(円)

23.00

(―)

23.00

(―)

25.00

(―)

25.00

(─)

25.00

(─)

１株当たり当期純利益 (円) 62.12 31.41 64.71 31.85 66.25

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) ― ― 64.62 ― ─

自己資本比率 (％) 59.5 61.3 61.3 58.2 59.7

自己資本利益率 (％) 8.5 4.0 7.8 3.7 7.7

株価収益率 (倍) 18.8 29.2 19.0 27.2 10.4

配当性向 (％) 37.0 73.2 38.6 78.5 37.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 710,159 166,267△40,775△470,090 337,900

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △109,196△26,217 △29,158△599,274△493,108

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △201,191△321,655△141,765 277,042 309,116

現金及び現金同等物

の期末残高
(千円) 2,609,6682,428,0622,216,3631,424,0411,577,949

従業員数 (名) 981 999 1,025 1,033 1,090

(注) １　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載
しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
３　当社は持分法適用の関係会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりませ
ん。

４　第51期、第52期及び第54期並びに第55期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果
を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　従業員数は、就業人員数を記載しております。
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２ 【沿革】

　

年月 変遷の内容

昭和38年12月 株式会社東京データーセンターを東京都港区芝神谷町に設立。

昭和40年１月 本社を東京都千代田区神田神保町へ移転。

昭和41年11月

 

汎用中型コンピュータ(FACOM230-20)を導入し、データエントリー業務に加え、受託計算分野へ進

出。

昭和42年９月

 

本社を東京都中央区新川へ移転し、汎用大型コンピュータのシステムズソフトウェア開発事業を

開始。

昭和44年10月 汎用大型コンピュータ(FACOM230-50)を導入し、計算センター設備を増強。

昭和46年11月 汎用中型コンピュータ(FACOM230-45S)を導入し、システムサポート業務分野へ進出。

昭和48年７月 富士通株式会社よりオペレーティングシステム関係のソフトウェア開発を受託。

昭和52年９月

 

「汎用ファイル編集プログラム(ADAPT)」、「中小企業向けフロントシステム」などの販売用ソフ

トウェアを開発し、販売を開始。

昭和53年６月 商号を株式会社ティーディーシーへ変更。

昭和54年10月 東京ソフトウェアエンジニアリング株式会社を吸収合併。

昭和59年５月 「日本語リレーショナルデータベース管理システム(MRDB Ver.１)」を発表。

昭和60年４月 本社を東京都渋谷区千駄ヶ谷へ移転。

昭和60年４月 日本電信電話株式会社より資材調達総合管理システムの開発を受託。

昭和61年４月 商号をティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社へ変更。

昭和63年12月 通商産業大臣より、システムインテグレータとして認定される。

昭和63年12月

 

エヌ・ティ・ティ・データ通信株式会社(現　株式会社エヌ・ティ・ティ・データ)より金融機関

向け端末制御ソフトウェアの開発を受託。

平成２年12月 エヌ・ティ・ティ・データ通信株式会社のビジネスパートナー会社となる。

平成３年12月

 

「日本語リレーショナルデータベース管理システム(MRDB Ver.４)」が、財団法人ソフトウェア情

報センターより「'91ソフトウェア・プロダクト・オブ・ザ・イヤー」を受賞。

平成８年12月 「MRDB Ver.6.0 for Windows 95/Windows NT」を発売。

平成９年10月 日本証券業協会に株式を店頭売買有価証券として登録。

平成11年12月

 

品質保証の国際規格「ISO9001」の認証を取得(ネットワークアプリケーション、クレジット系ア

プリケーションの設計、開発、製造及び付帯サービス)。（平成13年５月認証範囲を全社に拡大、平

成15年11月「ISO9001 2000年改正版」に移行）

平成12年７月 「プライバシーマーク」の使用許諾事業者として認定。

平成13年１月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成14年３月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。

平成15年６月 カメラ付携帯電話を使ったASPサービス「HANDy TRUSt(ハンディトラスト)」を提供開始。

平成15年10月 情報化月間推進会議より情報化促進貢献企業として表彰。

平成16年１月 日本語リレーショナルデータベース管理システムの新バージョン「MRDB NE」を発売。

平成18年６月 ISMS認証基準Ver2.0の認証を取得（受託ソフトウェアの設計・開発・製造及び付帯サービス、Ａ

ＳＰサービス、ハウジングサービス、管理に関する社内システム、社内情報基盤）。(平成19年６月

「ISO27001」に移行)

平成18年７月 「MoobizSync 2.0 for AppExchange」を提供開始。

平成19年１月 位置情報表示システム「Pogips」を発売。

平成20年２月 シンクアプローチ株式会社（現非連結子会社）を子会社化。
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３ 【事業の内容】

当社は、システム開発及びシステム製品販売等を主な事業の内容としております。

事業区分 事業内容

システム開発
コンサルテーション、開発から運用・管理までの一貫したシステム開発サービス
の受託及びソフトウェアの設計、開発並びに保守の受託

システム製品販売等
自社製品の開発・製造・販売、他社製品の仕入・販売及びそれに付帯するサービ
スの提供

　

４ 【関係会社の状況】

当社の関係会社は、非連結子会社１社（シンクアプローチ株式会社）のみであり、記載すべき事項はあ

りません。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,090 33.6 9.5 5,663

(注) １　従業員数は、他社から当社への出向者(９名)を含む就業人員であります。

２　従業員数の事業部門別の内訳は、システム開発事業部門1,032名、システム製品販売等事業部門４名、共通部門

54名であります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、社員の親睦団体である「ＴＤＣ友の会」を中心に労使のコミュ

ニケーションを図っており、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当期におけるわが国経済は、輸出は増加を続けておりますが、エネルギー、原材料価格高の影響な

どから、企業収益は高水準ながら伸び悩み、企業の景況感の慎重化により、設備投資の増勢が鈍化し

ております。

経済産業省が行っている特定サービス産業動態統計調査（平成20年2月分確報：平成20年4月17

日発表）によりますと、情報サービス産業における受注ソフトウェアの平成20年2月の売上高は前

年同期比 4.9％増となりました。企業の情報化投資は、特に金融業で旺盛であるなど、総じて堅調に

推移しておりますが、情報サービスに対する納期、価格、機能などへの要請は強く、厳しい受注環境

は継続しております。

このような状況の中で当社の事業は、コア・コンピタンスを活かして積極的に展開したことによ

り、先端技術関連分野を中心に好調に推移いたしました。利益面では、プロジェクト管理を徹底して

生産性の向上に取組み、不採算プロジェクトの抑止に努めました。また、経費の削減に努めました

が、新卒入社者の増大等により販売費及び一般管理費は増加いたしました。

これらの結果、当期における売上高は過去最高の 15,989百万円（前期比 5.4％増）となりまし

た。また、営業利益は 740百万円（前期比 54.3％増）、経常利益は 730百万円（前期比 49.2％

増）、当期純利益は 397百万円（前期比 107.2％増）となりました。

　

事業別の概況は次のとおりであります。

①　システム開発

（金融システム関連分野）

金融機関のシステム投資が活発であり、これを背景に金融システム関連分野では、クレジット分

野において法改正に伴う開発が増加し、保険分野におきましては保守開発が拡大しました。また、積

極的な営業活動を展開し、新規顧客の獲得に取組みました。

　

（社会情報システム関連分野）

社会情報システム関連分野では、一部の大規模開発の立ち上がりが遅れたことによる影響はあり

ましたが、公共分野において開発のピークとなる商談があったほか、新規顧客からの商談獲得に積

極的に努め、官公庁などからの受注を獲得いたしました。

　

（先端技術関連分野）

先端技術関連分野では、基盤技術分野において携帯電話サイト構築の開発が増加したほか、次世

代ネットワーク関連の開発が増加いたしました。また、ソリューション分野においては、ＥＲＰ

（Enterprise Resource Planning）パッケージを使用した大規模開発が好調に推移いたしました。

　

（プロジェクトマネジメントビジネス関連分野）

プロジェクトマネジメントビジネス関連分野では、官公庁のプロジェクトマネジメント業務及び

ＣＩＯ（情報化統括責任者）補佐官業務が順調に推移いたしました。

　

 これらの結果、システム開発における当期の売上高は 15,690百万円（前期比 5.0％増）となりま

した。
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②　システム製品販売等

システム製品販売等におきましては、選挙関連製品の販売が好調に推移いたしました。

携帯電話を活用したＡＳＰ(Application Service Provider)サービスにつきましては、

「HANDyTRUSt」の販売が拡大いたしました。また、平成19年11月に、外出先からソフトバンクモバイ

ルの携帯電話を使って「Salesforce」のサービスの利用を可能とする「MoobizSync 2.0 for AppE

xchange /SoftBank Edition」の提供を開始いたしました。

これらの結果、自社製品の販売をはじめとしたシステム製品販売等における当期の売上高は 298

百万円（前期比 29.8％増）となりました。

　

(注)　１　当社の消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）に係る会計処理は、税抜方式によっている

ため、「第２　事業の状況」に記載した金額には消費税等は含まれておりません。

２　次世代ネットワーク（ＮＧＮ：Next Generation Network）

従来の電話網がもつ信頼性・安定性を確保しながら、ＩＰネットワークの柔軟性・経済性を備えた、

次世代の情報通信ネットワークであります。

３　ＥＲＰ（Enterprise Resource Planning）

経営資源の有効活用の観点から企業全体を統合的に管理し、経営の効率化を図る経営手法でありま

す。

４　ＡＳＰ（Application Service Provider）サービス

ネットワークを通じてアプリケーション・ソフトウェア及びそれに付随するサービスを利用する、

あるいは、そうしたサービスを提供するビジネスモデルであります。

　

(２) キャッシュ・フローの状況

当期末の現金及び現金同等物の残高は、前期末と比較して153百万円増加し、1,577百万円となりま

した。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税引前当期純利益 728百万円（前期比 54.0%増）、たな卸資産の減少 173百万円などがありまし

たが、仕入債務の減少 514百万円などにより、営業活動によるキャッシュ・フローは 337百万円

（前期 △470百万円）となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有価証券の売却等による収入 355百万円がありましたが、有価証券の取得による支出 400百万

円、アライアンス関係強化及び資金運用等のための投資有価証券の取得による支出 202百万円、抵

当証券の純増加 200百万円があり、投資活動によるキャッシュ・フローは △493百万円（前期 △

599百万円）となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

配当金の支払等 148百万円がありましたが、短期借入金の純増加 400百万円、自己株式の売却に

よる収入 75百万円があり、財務活動によるキャッシュ・フローは 309百万円（前期 277百万円）

となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当期における生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

　

事業区分 生産高(千円) 前年同期比(％)

システム開発 12,761,441 +3.4

システム製品販売等 222,258 +1.0

合計 12,983,699 +3.4

(注)　金額は、製造原価によっております。

　

(2) 受注状況

当期における受注状況を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

　

事業区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

システム開発 16,178,020 +10.7 7,567,383 +6.9

システム製品販売等 255,303 △21.0 65,925 △39.7

合計 16,433,323 +10.0 7,633,309 +6.2

(注)　金額は、販売価格で記載しております。

　

(3) 販売実績

当期における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

　

事業区分 販売高(千円) 前年同期比(％)

システム開発 15,690,793 +5.0

システム製品販売等 298,656 +29.8

合計 15,989,449 +5.4

(注)　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

第54期
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 1,937,669 12.8 2,174,250 13.6

富士通㈱ 1,564,805 10.3 1,365,606 8.5
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３ 【対処すべき課題】

ＩＴは経済成長に大きく寄与しており、人口減少社会下のわが国経済を新たな成長のトレンドに乗

せる原動力としても期待されています。そうした中、ネットワークを介してソフトウェアやＩＴ機器の

機能を提供するＡＳＰ（Application Service Provider）やＳａａＳ(Software as a Service)に

よって、これまでＩＴ投資が困難であった中小企業が生産性を大幅に向上させたり、地方公共団体が行

政事務を外部委託する際の手段として活用する事例などが出現しています。このように、ＩＴは、社会

のインフラとして社会全般に広く浸透しており、ユビキタスネットワーク社会の進展には不可欠と

なっております。

このような状況を踏まえ当社は、平成19年4月から平成22年3月における中期経営計画『Ｖｉｖｉｄ 

３００ 第Ⅱ期』を策定し、主軸であるシステム開発事業の拡大とともに、当社の強みをいかしたビジ

ネスモデルの高付加価値化及びサービスの多様化を図っております。

システム開発事業においては、当社の得意分野である金融分野、公共分野や基盤技術分野において、

積極的な提案活動とプロジェクトマネジメント力により収益基盤の確保と事業拡大を図ります。

　ビジネスモデルの高付加価値化に向けては、携帯電話をビジネスツールとして活用するモバイル分

野、各種パッケージソリューション分野、官公庁向けのプロジェクトマネジメントサービスなど、当社

の技術力やノウハウをサービスとして提供する取組みを行っております。また、サービスの多様化、事

業拡大、競争力強化などを目的に、業務及び資本提携やアライアンスを積極的に進めてまいります。

 また、中期経営計画『Ｖｉｖｉｄ ３００ 第Ⅱ期』を推進するための課題は次のとおりです。

① コア・コンピタンス経営の徹底

・提案力・営業力の強化によるシステム開発事業の拡大

・アライアンスなどによるマーケットの拡大及びサービスの多様化

② ソフトウェアエンジニアリングの強化

・ＰＭＯ（Project Management Office）機能の強化と円滑なプロジェクト運営

・マネジメントシステムの充実と品質向上、生産性向上の取組み

③ ゆたかな人間力の涵養と活用

・多様で有能な人材の確保

・ゆたかな人間力を持った人材の育成

④ 経営管理の強化

・環境の変化に即応できる管理体制の強化

・コンプライアンスの徹底と内部統制機能の強化

　

（注）１　ＳａａＳ(Software as a Service)

ネットワークを使用してアプリケーションの共有をおこなうサービス形態のひとつであります。すで

に事業者のサーバーにインストールされているアプリケーションをネットワーク経由で使用するこ

とを目的としております。

２　ＰＭＯ（Project Management Office）

プロジェクトマネージャーの業務を支援するために設置される組織のことであります。複数のプロ

ジェクトの進捗状況や品質を管理し、適切に問題解決を行うことを目的としております。
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４ 【事業等のリスク】

当社の事業等に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えら

れる主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項について

も、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項は、投資者に対する積極的な情報開示の観点か

ら以下に記載しております。なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及

び発生した場合の対応に努める所存であります。

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日(平成

20年６月27日)現在において判断したものであります。

　

（1）　情報サービス産業における経営環境の変化及び価格競争等の影響

情報サービス産業においては、国家的なＩＴ戦略や企業の生き残りをかけた戦略的情報システ

ムの導入、モバイルやブロードバンドの普及による利用者の拡大等、ＩＴへの需要が高まるととも

にその裾野は拡大してきております。しかしながら、日本経済が低迷又は悪化する場合には、顧客

の情報化投資が減少するおそれがあり、当社の経営成績等が影響を受ける可能性があります。

また、国内における情報サービス産業は激しい競争状態にあります。これら競合会社との直接的

競合が生じた場合や競合各社が市場に大きな影響を与える商品や技術を開発した場合、当社に対

しての一層の価格引き下げ圧力や当社の提供するサービスや製品が陳腐化し、競争力の低下を招

く可能性があります。

　

（2）　人材の確保や育成

人材の新たな確保と育成は当社の事業運営には重要であり、人材の確保又は育成できなかった

場合には、当社の将来の成長、経営成績等に悪影響が及ぶ可能性があります。

　

（3）　アライアンスパートナーとの協力体制

当社は、事業運営に関連して、ベンダーや協力会社等、様々なパートナーとの協力体制を構築し

ております。これらのパートナーとの関係に変化が生じた場合、サービスの提供もしくは適正な価

格でのサービスの提供が困難になる等により、当社の経営成績等に影響を与える可能性がありま

す。

　

（4）　システム開発サービスにおける見積違い及び納期遅延等の発生可能性

当社では、作業工程等に基づき発生コストを予測し見積りを行っておりますが、すべてのコスト

を正確に見積もることは困難であり、実績額が見積額を超えた場合には、低採算または採算割れと

なる可能性があります。また、当社が顧客との間であらかじめ定めた期日までに作業を完了・納品

できなかった場合には遅延損害金、最終的に作業完了・納品できなかった場合には損害賠償責任

が発生する可能性があります。

　

（5）　納品・検収後のシステムの不具合

当社は、ＩＳＯ９００１の認証を取得し製品やサービスの品質向上に取り組んでおり、現在まで

システムの不具合に関し訴訟等重大な影響を受ける損害賠償等を請求されたことはありません

が、当社の過失によるシステムの不具合が顧客に損害を与えた場合には、損害賠償請求負担及び信

用の失墜等により、当社の経営成績等に影響を与える可能性があります。

　

（6）　特定の顧客への依存

当社は、引き続き日本電信電話株式会社グループ及び富士通株式会社グループ等への売上高比

率が多くを占めると想定いたしますが、これら顧客において事業方針の変更がなされた場合、当社

の経営成績等に影響を与える可能性があります。
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（7）　売上高等の下半期への偏重

当社は、官公庁や企業のシステム開発を主たる業務としており、得意先の期末（多くは３月）に

納期が集中する傾向が顕著であります。このため、売上高は下半期に偏重しております。また、４月

入社社員等への教育投資負担の上半期への偏重もあり、営業利益及び経常利益については、下半期

への偏重が著しくなっております。
(単位　千円)

平成19年３月期 平成20年３月期

上半期 下半期 上半期 下半期

売　　　 上 　　　高 6,393,1918,781,5857,151,9048,837,545

(通期に対する構成比) 42.1％ 57.9％ 44.7％ 55.3％

営　　業　　利　　益
又 は 営 業 損 失 (△)

△108,810 588,893 122,788 618,046

(通期に対する構成比) △22.7％ 122.7％ 16.6％ 83.4％

経　　常　　利　　益
又 は 経 常 損 失 (△)

△99,373 589,296 142,207 588,647

(通期に対する構成比) △20.3％ 120.3％ 19.5％ 80.5％

(注)　１　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　上半期は４月から９月までの６ヵ月、下半期は10月から３月までの６ヵ月であります。

　

（8）　情報漏洩

当社は、システム開発サービス及びシステム製品販売等サービスにおいて顧客の機密情報（個

人情報を含む）に触れる場合があります。当社では、ＩＳＭＳ適合性評価制度の認証を取得すると

同時に、プライバシーマークを取得し、厳格な管理体制の整備を行っております。しかしながら、何

らかの理由により機密情報の外部への漏洩が生じた場合、顧客より損害賠償請求を受ける可能性

があり、また当社の信用の失墜を招くことにより、当社の経営成績等に影響を与える可能性があり

ます。

　

（9）　知的財産権侵害リスク

現在国内においてビジネスモデル特許は広範囲な権利を有し、その範囲が不明確な特許が認め

られる可能性があります。従いまして、ＡＳＰを始めとする当社のサービス分野において、第三者

の特許権等の知的財産権を侵害するとしてサービス提供の差し止め、損害賠償等の請求を受ける

可能性があります。

また、当社はシステム開発業務において、第三者が開発したプログラム等を利用する場合があり、

使用権の許諾を有した上で利用することとしておりますが、第三者の著作権等の知的財産権を侵

害するとして損害賠償請求、使用差し止め請求等を受ける可能性があります。

　

（10）　長時間労働と労務問題

提供するサービスや構築システムの社会性の高さ、またシステム開発の属人性の高さから、緊急

時において長時間労働が発生する可能性があり、健康問題や労務問題につながる可能性がありま

す。

　

（11）　コンピューター設備への影響

当社は、コンピューター設備を保有しておりますが、災害や停電の他、不正アクセスやコン

ピューターウィルス等による被害が発生した場合、システム開発やサービスが遅延・中断するこ

とにより、当社の経営成績等に影響を与える可能性があります。

　

（12）　デリバティブ取引

当社は、効果的かつ効率的な資金運用のため、運用資金の上限設定及びリスク分散を基本方針と

して他社株転換社債等のデリバティブが組み込まれた複合金融商品への投資を行っております。

したがって、対象銘柄の株価下落などにより、損失が発生し、評価損の計上が必要となり業績に影

響を与える可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当期末において、経営上の重要な契約等はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当社は、情報技術の高度化やその適用・利用分野の拡大等を目指し、新技術の研究開発・調査や新市

場・新分野を開拓するための実験・実用化研究を推進しております。

また、長年にわたる情報・ネットワーク分野における技術力を背景として、今後ともお客様のニーズ

に積極的に応えるため、必要に応じて研究開発費等の技術投資を行う方針であります。

主な研究課題は次のとおりであります。

①　モバイルサービス

②　ＡＳＰサービス

③　ネットワークサービス

④　パッケージソリューションサービス

研究成果としては、新技術の適用による顧客への情報化提案や受注案件に対する適用等により実現

する他、カメラ付き携帯電話を利用した情報管理サービス「HANDy TRUSt(ハンディトラスト)」、災害等

緊急時の同報連絡を携帯アプリとＷｅｂ機能を用いて簡単に実現する「Handy Express(ハンディエク

スプレス)」等、ＡＳＰサービスの多様化を図っております。

また、株式会社セールスフォース・ドットコムのオンデマンドＣＲＭ(Customer Relationship M

anagement)アプリケーション「Salesforce」を携帯電話で利用できるサービス

「MoobizSync 2.0 for AppExchange」、携帯電話位置情報表示システム「Pogips」等、モバイルサービ

スの提供を拡充しております。

当期におけるシステム開発事業とシステム製品販売等事業に共通する研究開発費の金額は、18,982

千円であります。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年６月27日)現在において当社が判

断したものであります。

　

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて作成して

おります。この財務諸表の作成にあたっては、決算日における財政状態及び経営成績に影響を与えるよう

な経営者の見積り及び予測を必要としております。当社は、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判断さ

れる前提に基づき、見積り及び予測を行っております。
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(2) 財政状態の分析

①　流動資産

当期末における流動資産は、194百万円増加し、7,063百万円（前期比2.8％増）となりました。

主な要因は次のとおりです。

前期末 当期末 増減 要因

現金及び預金 1,424百万円 1,577百万円 153百万円 ※１

有価証券 － 500百万円 500百万円 ※２

仕掛品 537百万円 364百万円 △173百万円 ※３

抵当証券 300百万円 － △300百万円 ※２

※１　「（４）資金に係る情報①キャッシュ・フロー」の項目をご参照ください。

※２　前期末に抵当証券として表示していたものを、金融商品会計基準等の改正に伴い、当期末から有価証

券に含めて表示しております。

なお、増加は資金運用によるものであります。

※３　期越え案件の仕掛品の減少によるものであります。

　

②　固定資産

当期末における固定資産は、92百万円減少し、1,776百万円（前期比4.9％減）となりました。

主な要因は次のとおりです。

前期末 当期末 増減 要因

ソフトウェア 116百万円 81百万円 △35百万円 ※１

繰延税金資産 125百万円 69百万円 △56百万円 ※２

※１　ソフトウェアの減価償却によるものであります。

※２　確定拠出年金制度への未移換額のうち、一年以内に移換する予定にかかる繰延税金資産を流動資産に

振替えたことによるものであります。

　

③　流動負債

当期末における流動負債は、131百万円増加し、3,479百万円（前期比3.9％増）となりました。

主な要因は次のとおりです。

前期末 当期末 増減 要因

未払法人税等 72百万円 180百万円 108百万円 ※

※　主に、税引前当期純利益の増加により未納税額が増加したことによるものであります。

　

④　固定負債

当期末における固定負債は、226百万円減少し、77百万円（前期比74.4％減）となりました。

主な要因は次のとおりです。

前期末 当期末 増減 要因

長期未払金 303百万円 77百万円 △226百万円 ※１、２

※１　確定拠出年金制度への未移換額のうち、一年以内に移換する予定である159百万円を流動負債に振替

えたことによるものであります。

※２　退任取締役及び退任社外監査役に対し、総額61百万円の退職慰労金を支給しております。
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(3) 経営成績の分析

①　売上高

当期における売上高は、前期に比べ814百万円増加し、過去最高の15,989百万円(前期比5.4％増)とな

りました。その内訳は、システム開発売上高は、746百万円増加の15,690百万円(前期比5.0％増)、システ

ム製品販売等売上高は、68百万円増加の298百万円(前期比29.8％増)であります。

システム開発売上高を分野別に分析すると、次のとおりであります。

金融関連分野では、金融分野において1,401百万円(前期比9.2％減)となりましたが、クレジット分野

において、法改正に伴う開発が増加したことにより、3,209百万円(前期比5.6％増)、保険分野において、

保守開発が拡大したことにより、2,148百万円(前期比8.3％増)となり、金融関連分野全体では6,758百

万円(前期比2.9％増)となりました。

社会情報関連分野では、一部の大規模開発の立ち上がりが遅れたことによる影響はありましたが、公

共分野において開発のピークとなる商談があったほか、新規顧客からの商談獲得に積極的に努め、官公

庁などからの受注を獲得いたしました。これらにより、公共分野においては、3,090百万円(前期比4.8％

増)、産業分野において、1,329百万円(前期比1.2％増)となり、社会情報関連分野全体で4,419百万円(前

期比3.7％増)となりました。

先端技術関連分野では、基盤技術分野において携帯電話サイト構築の開発が増加したほか、次世代

ネットワーク関連の開発が増加したことにより、3,234百万円(前期比6.2％増)となりました。また、ソ

リューション分野においては、ＥＲＰパッケージを使用した大規模開発が好調に推移したことにより、

1,275百万円(前期比12.7％増)となり、先端技術関連分野全体で4,509百万円(前期比8.0％増)となりま

した。

プロジェクトマネジメントビジネス関連分野では、官公庁のプロジェクトマネジメント業務及びＣ

ＩＯ（情報化統括責任者）補佐官業務が順調に推移したことにより、303百万円(前期比76.9％増)とな

りました。

　

②　売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は、前期と比較して424百万円増加し、12,983百万円（前期比3.4％増）となりましたが、プ

ロジェクト管理を徹底して生産性の向上に取組み、不採算プロジェクトの抑止に努めた結果、売上高に

対する比率(売上原価率)は、81.2％と前期比1.6ポイント改善しました。

販売費及び一般管理費は、前期と比較して129百万円増加し、2,264百万円（前期比6.1％増）となり

ました。これは、新卒入社者の増大による人件費、教育費等が57百万円増加したこと、一時的な作業ス

ペース確保のため賃借したビルの賃借料、撤去費用等が60百万円増加したこと等によるものでありま

す。

　

③　営業利益

営業利益は、前期と比較して260百万円増加し、740百万円(前期比54.3％増)となりました。これは、上

記のとおり売上高の増加、売上原価率の低下、販売費及び一般管理費の増加幅の低減によるものであり

ます。

　

④　営業外損益

営業外損益は、前期９百万円のプラスから当期９百万円のマイナスとなりました。当期のマイナス

は、主に当期に償還した有価証券の損失によるものであります。

　

⑤　経常利益

経常利益は、前期と比較して240百万円増加し、730百万円（前期比49.2％増）となりました。

　

⑥　特別損益

特別損益は、前期の17百万円のマイナスから当期２百万円のマイナスとなりました。これは、前期は

投資有価証券評価損14百万円等があったことによります。
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⑦　税引前当期純利益

税引前当期純利益は、前期と比較して255百万円増加し、728百万円（前期比54.0％増）となりまし

た。

　

⑧　法人税等

税引前当期純利益に対する法人税等の負担率は45.4％と、前期比14.0ポイント減少しております。こ

れは、前期は繰延税金資産に係る評価性引当てにより12.8ポイントの負担増となったことによります。

　

⑨　当期純利益

当期純利益は、前期と比較して205百万円増加し、397百万円（前期比107.2％増）となりました。ま

た、１株当たり当期純利益は、前期と比較して34.40円増加し、66.25円（前期比108.0％増）となりまし

た。

　

(4) 資金に係る情報

　　①　キャッシュ・フロー

　　　　営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の減少 514百万円等がありましたが、税引前当期純利益

 728百万円（前期比 54.0%増）、たな卸資産の減少 173百万円等がありました。この結果、営業活動に

よるキャッシュ・フローは 337百万円（前期 △470百万円）となりました。

　　　　投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却等による収入 355百万円がありましたが、有価証

券の取得による支出 400百万円、アライアンス関係強化及び資金運用等のための投資有価証券の取得

による支出 202百万円、抵当証券の純増加 200百万円がありました。この結果、投資活動によるキャッ

シュ・フローは △493百万円（前期 △599百万円）となりました。

　　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額 148百万円等がありましたが、借入金の純増加

 400百万円、自己株式の売却による収入 75百万円がありました。この結果、財務活動によるキャッシュ

・フローは 309百万円（前期 277百万円）となりました。

　　これらの結果、当期末の現金及び現金同等物の残高は、前期末と比較して153百万円増加し、1,577百万円

となりました。

　

なお、自己資本比率、時価ベースの自己資本比率、債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レ

シオは、次のとおりです。

第51期

平成16年3月期

第52期

平成17年3月期

第53期

平成18年3月期

第54期

平成19年3月期

第55期

平成20年3月期

自己資本比率 59.5% 61.3% 61.3% 58.2% 59.7%

時価ベースの
自己資本比率

87.4% 70.6% 87.5% 58.9% 46.9%

債務償還年数 0.4年 1.7年 ― ― 3.6年

インタレスト・
カバレッジ・レシオ

71.2 14.5 ― ― 19.1

（注）　自己資本比率：自己資本／総資産

　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

＊　株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

＊　有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としてお

ります。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

＊　平成18年３月期及び平成19年３月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業

キャッシュ・フローがマイナスのため記載をしておりません。
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　　②　財務政策

当社は、運転資金につきましては、内部資金又は借入により資金調達することとしております。こ

のうち、借入による資金調達に関しましては、期限が一年以内の短期借入金であり、当期末現在の残

高 1,214百万円は、すべて円貨での借入であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当期の設備投資（有形固定資産の他、無形固定資産を含む）は、本社フロアーリニューアルによる管理部

門の集約化を実施いたしました。

設備投資の総額は28百万円であり、本社フロアリニューアルに17百万円投資しております。

　

２ 【主要な設備の状況】

　

事業所名
(所在地)

事業区分の
名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(人)建物

工具、器具
及び備品

ソフト
ウェア

その他 合計

本社事務所
(東京都渋谷区)

システム開発
事業
システム製品
販売等事業
共通

全体的管理
・販売・開
発生産設備

59,44228,93981,6922,984173,0581,041

大阪営業所
(大阪府
大阪市中央区)

システム開発
事業

販売・開発
生産設備

233 520 ― 216 970 31

虎ノ門事業所
(東京都港区)

システム開発
事業

開発
生産設備

― ― ― 216 216 18

合計 59,67629,46081,6923,416174,2451,090

(注)　上記の他、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。
　

名称 事業区分の名称 リース期間
年間リース料

（千円）

リース契約残高

（千円）

コンピュータ及び周辺機器
並びにソフトウェア

システム開発事業
システム製品販売等事業

３年～５年 20,256 26,169

(注)　所有権移転外ファイナンス・リースであります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,278,400 6,278,400
東京証券取引所
市場第一部

―

計 6,278,400 6,278,400― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までのストック・オプション制度の

新株予約権の権利行使により発行された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

　
株主総会の特別決議日(平成16年６月29日)

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　837　(注)１ 　　　837　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 83,700 83,700

新株予約権の行使時の払込金額(円)
1,064
(注)２

同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年６月30日
至　平成20年６月29日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　1,064
資本組入額　　　532

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても当
社の取締役または従業員であ
ることを要する。ただし、当社
監査役に選任され、または子
会社・関連会社の取締役、監
査役もしくは従業員に選任・
採用された場合、当該新株予
約権者は、その在任・在職中
に限り、自己に発行された新
株予約権を行使することがで
きる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の質入れ、相続そ
の他一切の処分は認めない。
なお、新株予約権を譲渡する
には取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―
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株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 　　    849　(注)１ 　    849　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 84,900 84,900

新株予約権の行使時の払込金額(円)
1,008
(注)２

同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年６月30日
至　平成21年６月29日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　1,008
資本組入額　　　504

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても当
社の取締役または従業員であ
ることを要する。ただし、当社
監査役に選任され、または子
会社・関連会社の取締役、監
査役もしくは従業員に選任・
採用された場合、当該新株予
約権者は、その在任・在職中
に限り、自己に発行された新
株予約権を行使することがで
きる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の質入れ、相続そ
の他一切の処分は認めない。
なお、新株予約権を譲渡する
には取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権発行日以降、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

発行価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　上記の算式において「既発行株式数」とは、当社発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の時

価」を「処分前の時価」に読み替えるものとする。

　　また、新株予約権発行日以降、株式の分割または併合が行われる場合、行使価額は分割または併合の比率に応じ

比例的に調整されるものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成14年８月２日(注) ― 6,278,400 ― 970,400△598,400242,600

（注）　平成14年６月27日開催の定時株主総会における資本準備金減少の決議に基づき、資本準備金からその他資本剰

余金に振り替えたものであります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 29 23 35 15 3 3,3783,483 ―

所有株式数
(単元)

― 7,644 476 12,053 222 19 41,99062,40438,000

所有株式数
の割合(％)

― 12.25 0.76 19.31 0.36 0.03 67.29100.00―

(注) １　自己株式 240,140株は、「個人その他」に 2,401単元、「単元未満株式の状況」に 40株含まれております。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 22単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社野﨑事務所 東京都杉並区永福２丁目９―17 766 12.20

ＴＤＣ社員持株会 東京都渋谷区千駄ケ谷５丁目33―６ 366 5.83

藤　井　吉　文 千葉県船橋市 269 4.28

野　崎　聡 東京都杉並区 251 4.00

株式会社インフォメーション・
ディベロプメント

東京都千代田区二番町７―５ 250 3.98

株式会社みずほ銀行
(常任代理人　資産管理サービ
ス信託銀行株式会社)

東京都千代田区内幸町１―１―５
(東京都中央区晴海１丁目８―12　晴海
アイランドトリトンスクエアＺ棟)

192 3.05

野　崎　哲 東京都世田谷区 142 2.26

松　井　秀　夫 千葉県千葉市美浜区 110 1.76

アジア航測株式会社 東京都新宿区４丁目２―18 100 1.59

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８―11 92 1.46

計 ― 2,539 40.41

(注)　当社は自己株式 240,140株（3.82％）を保有しておりますが、上記の大株主からは除いております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　  240,100

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　6,000,300 59,981 ―

単元未満株式 普通株式　   38,000 ― 一単元(100株)未満株式

発行済株式総数 　　　　　6,278,400　　　　　 ― ―

総株主の議決権 ― 59,981 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 2,200株含まれており、当該

株式に係る議決権 22個を議決権の数から控除しております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 40株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
ティーディーシーソフト
ウェアエンジニアリング
株式会社

東京都渋谷区千駄ヶ谷
五丁目33番６号

240,100 ― 240,100 3.8

計 ― 240,100 ― 240,100 3.8
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権方式のストック

オプション制度を採用しております。

①　平成16年６月29日開催の第51回定時株主総会において、第51回定時株主総会終結時に在任する取締役

のうち８名及び平成16年６月29日現在在籍する従業員のうち196名に対して新株予約権の付与を決議し

ております。その内容は次のとおりであります。
　

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役　　8名
当社従業員　196名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
同上

　

②　平成17年６月29日開催の第52回定時株主総会において、第52回定時株主総会終結時に在任する取締役

のうち８名及び平成17年６月29日現在在籍する従業員のうち203名に対して新株予約権の付与を決議し

ております。その内容は次のとおりであります。
　

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役　　8名
当社従業員　203名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
同上
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
　

区分 株式数（株） 価格の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 380 299

当期間における取得自己株式 20 16

（注）「当期間における取得自己株式」には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日（平成20年６月27日）まで

の単元未満株式の買取りによる株式数は含まれておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

100,000 75,600 ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 240,140 ― 240,160 ―

（注）当期間の「保有自己株式数」には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日（平成20年６月27日）までの単

元未満株式の買取り及び買増しによる株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、経営基盤の充実と財務体質の強化を通じて企業価値の向上を図るとともに、株主に対する積極的

な利益還元を行うことを会社の利益配分に関する基本方針としております。

配当につきましては、このような方針のもと、当社の経営状態、財務や業績等の状況を総合的に勘案しな

がら実施しております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は、

中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、会社の利益配分に関する基本方針のもと、１株当たり25円と

しております。

また、内部留保資金につきましては、ビジネスモデルの高付加価値化やサービスの多様化、最新技術の獲

得等の研究開発投資に充当し、経営基盤の強化と発展に向け有効活用を図っております。

なお、当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行なうことができ

る。」旨を定款に定めております。

　

（注）　基準日が当事業年度に属する第55期の剰余金の配当は次のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成20年６月27日
定時株主総会決議

150,956 25

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】
　

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 1,745 1,240 1,486 1,258 904

最低(円) 582 800 830 832 620

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６箇月間の月別最高・最低株価】
　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 830 819 820 791 740 736

最低(円) 765 710 734 620 660 659

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

藤　井　吉　文 昭和17年８月16日生

昭和40年４月 ファコム株式会社(現　富士通エフ
・アイ・ピー株式会社)入社

注2 269

昭和46年４月 当社入社

昭和56年４月 経理部長

昭和59年５月 当社取締役

平成元年４月 社長室、総務部、人事部、経理部担当

平成元年５月 当社常務取締役

平成８年４月 経営企画室担当

平成10年４月 販売促進部担当

平成12年４月 当社専務取締役
総務部、人事部、経理部担当
品質管理部、技術調査部担当

平成14年９月 監査室担当
情報システム部担当

平成16年４月 経営企画部担当

平成18年４月 法務部担当

平成19年６月 当社代表取締役社長(現任)

代表取締役
副社長

橋　本　文　雄 昭和22年４月28日生

昭和45年４月 当社入社

注2 65

平成元年４月 総務部長兼人事部長

平成元年５月 当社取締役

平成５年10月 当社常務取締役
システム統括部担当

平成12年４月 当社専務取締役
営業本部長
第１～第５システム統括部担当
大阪営業所担当

平成13年４月 第６システム統括部、特定ネットプ
ロジェクト担当

平成13年10月 第７システム統括部担当

平成14年４月 システム本部長

平成15年６月 システム本部担当

平成16年４月 金融システム事業本部長

平成19年６月 当社代表取締役副社長(現任)

取締役

ソリュー
ション営業
本部長、ソ
リューショ
ンサービス
本部長、大阪
営業所担当

谷　上　俊　二 昭和28年６月７日生

昭和51年４月 当社入社

注2 18

平成13年４月 理事経営企画室長兼監査室長

平成14年９月 情報システム部長

平成15年４月 理事システム副本部長

平成15年６月 当社取締役(現任)
システム本部長
大阪営業所担当

平成16年４月 社会情報システム事業本部長
先端技術ビジネス本部長
社会情報システム事業本部産業シ
ステム事業部長

平成19年６月 営業本部長

技術開発本部長

平成19年10月 大阪営業所担当（現任）

平成20年４月 ソリューション営業本部長(現任)
ソリューションサービス本部長(現
任)

取締役
経営企画本
部長

岩　田　　　伸 昭和30年９月23日生

昭和53年４月 株式会社富士銀行(現　株式会社み
ずほコーポレート銀行)入行

注3 2

平成７年５月 同行麹町支店副支店長

平成12年７月 同行荻窪支店支店長

平成14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行
浜松営業部部長

平成16年４月 同行公共法人部部長

平成18年３月 同行ヒューマンリソースマネジメ
ント部付参事役

平成18年６月 当社取締役(現任)
経理部長

平成19年６月 経営企画部、コンプライアンス推進
室担当

平成20年４月 経営企画本部長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役

プロジェク
トマネジメ
ントビジネ
ス本部長、
社会情報シ
ステム本部
長

青　木　富　夫 昭和25年６月16日生

昭和51年４月 日本電信電話公社(現　日本電信電
話株式会社)入社

注2 0

昭和58年２月 同社横須賀電気通信研究所　データ
処理研究部データ蓄積方式研究室
研究専門調査員

平成５年４月 同社情報通信網研究所第７プロ
ジェクトリーダ

平成14年４月 株式会社エヌ・ティ・ティ・デー
タ公共システム事業本部第三公共
システム事業部長

平成16年11月 プロジェクトマネジメントビジネ
ス本部長(現任)

平成19年６月 当社取締役(現任)

平成20年４月 社会情報システム本部長(現任)

取締役
経営管理本
部長

田野中　勇　二 昭和24年４月７日生

昭和48年２月 当社入社

注2 21

平成12年４月 経営企画室長兼監査室長

平成12年６月 当社取締役(現任)

平成13年６月 総務部長
人事部担当

平成15年４月 経営企画室、監査室担当

平成17年１月 総務部担当

平成18年４月 法務部長

平成20年４月 経営管理本部長(現任)

取締役
技術開発本
部長、事業
開発本部長

浅　利　春　貴 昭和25年２月26日生

昭和50年４月 当社入社

注2 14

平成12年４月 営業本部営業企画部長兼第５シス
テム統括部長

平成12年６月 当社取締役(現任)

平成13年４月 営業本部営業企画部長、特定ネット
プロジェクト、大阪営業所担当

平成13年10月 開発管理部長兼大阪営業所長

平成14年９月 システム本部副本部長、プロジェク
ト推進部長

平成15年４月 品質保証部長

平成16年４月 技術開発本部副本部長

平成17年４月 アライアンス推進部長

平成17年10月 先端技術ビジネス本部長

平成18年４月 大阪営業所担当

平成20年４月 技術開発本部長(現任)
事業開発本部長(現任)

取締役
金融システ
ム本部長

鈴　木　一　正 昭和29年12月17日生

昭和57年１月 当社入社

注2 4

平成13年４月 理事第３システム統括部長兼パー
トナ推進部長

平成16年４月 理事社会情報システム事業本部社
会情報システム事業部長兼技術開
発本部アライアンス推進部長

平成16年11月 プロジェクトマネジメントビジネ
ス本部副本部長

平成19年４月 社会情報システム事業本部副本部
長
同事業本部公共システム事業部長
同事業本部法人ビジネス事業部長

平成19年６月 当社取締役(現任)

社会情報システム事業本部長

平成20年４月 金融システム本部長(現任)

取締役 営業本部長 河　合　靖　雄 昭和38年４月20日生

平成元年４月 当社入社

注2 2

平成13年10月 第４システム統括部長

平成16年４月 金融システム事業本部金融システ
ム事業部長
兼同事業本部クレジットシステム
事業部長

平成19年４月 金融システム事業本部副本部長

平成19年６月 当社取締役(現任)

金融システム事業本部長

平成20年４月 営業本部長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常勤監査役 諏　訪　勝　之 昭和29年１月31日生

昭和51年４月 日本信託銀行株式会社(現　三菱Ｕ
ＦＪ信託銀行株式会社)入行

注4 1

平成９年10月 同行郡山支店長

平成12年５月 同行人事部長

平成13年10月 三菱信託銀行株式会社(現　三菱Ｕ
ＦＪ信託銀行株式会社)人事部副部
長

平成16年６月 同行執行役員本店営業部長

平成17年10月 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社執行
役員本店営業部長

平成18年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 真　田　　　衛 昭和21年６月19日生

昭和44年４月 日本電信電話公社(現　日本電信電
話株式会社)入社

注5 1

平成４年２月 エヌ・ティ・ティ・データ通信株
式会社(現　株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ)第一公共システム事
業部営業部長

平成８年４月 同社公共営業本部長

平成11年６月 エヌ・ティ・ティ・データ・クリ
エイション株式会社常務取締役

平成14年６月 株式会社イメージワン取締役

平成16年10月 株式会社エヌ・エス・アール取締
役

平成17年６月 当社監査役(現任)

平成17年12月 株式会社エヌ・エス・アール代表
取締役（現任）

監査役 秋　山　一　郎 昭和21年３月24日生

昭和44年10月 富士通株式会社入社

注6 ―

平成２年10月 同社ソフトウェア事業本部第三開
発部長

平成７年12月 同社ミドルウェア事業本部第一ミ
ドルウェア事業部長

平成12年６月 株式会社富士通ソフトウェア生産
技術研究所（現　株式会社富士通ソ
フトウェアテクノロジーズ）取締
役

平成14年12月 株式会社富士通ハイパーソフトテ
クノロジ（現　株式会社富士通ソフ
トウェアテクノロジーズ）取締役

平成17年６月 株式会社富士通ソフトウェアテク
ノロジーズ顧問

平成20年６月 当社監査役(現任)

計 400

　 (注) １　監査役諏訪勝之、真田衛及び秋山一郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

３　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５　監査役の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

６　監査役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

７　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選出しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

棟　田　裕　幸 昭和29年10月24日

昭和60年10月 青山監査法人入所

注2 ―

平成元年３月 公認会計士登録

平成元年７月 三優監査法人入所

平成５年３月 同法人社員就任

平成７年３月 棟田公認会計士事務所開設

平成11月４月 株式会社プルータス・ベンチャー

サポート設立

(注) １　棟田裕幸は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を充足しております。

２　補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、経営の効率性追求や経営基盤の充実を通じて企業価値の向上を図るとともに、適時・適切な

情報開示を行うなど経営の透明性の確保に努めております。また、社会的信頼の維持・向上に向けては、

コーポレート・ガバナンスをより充実させることが必要であり、コンプライアンスの徹底やリスクマネ

ジメントの強化を経営の重要課題として取り組んでおります。

　

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①　会社の機関の基本説明

当社の取締役は、定款において12名以内と定めており、本報告書提出日現在９名が就任しておりま

す。各取締役は、所管する担当業務の執行状況について定期的に取締役会へ報告し、迅速な意思決定

と適切な相互牽制機能の両立を図っております。また、平成17年10月より執行役員制度を導入し、経

営における監督と執行の分離、コーポレート・ガバナンスの充実化に向けて取り組んでおります。

当社は監査役制度を採用しており、本報告書提出日現在３名の監査役（全員社外監査役）が就任

しております。監査役は、取締役会に出席する他、経営会議等の重要な会議へ出席し、逐次、会社の全

般的な方針や重要な業務執行に関する事項の適法性・的確性等について必要な指摘や提言を行って

おります。

②　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

企業経営の信頼性の確保並びに安定的成長のためには、内部統制システムの整備が重要であると

認識しております。内部統制システムの責任者である代表取締役社長のもと、適正な業務執行を行っ

ていく基盤として企業理念及び行動指針を定め、これに基づき、取締役、執行役員及びその他使用人

が業務の適正を確保するための体制の整備を行っております。

③　内部監査及び監査役監査の状況

内部監査につきましては、監査室が行っており、人員数は２名であります。監査室は、社長が承認す

る監査計画にしたがって内部管理体制を検証しております。監査計画、実施状況及び結果については

監査役へも報告を行うこととしており、適切かつ実効性ある監査業務の遂行を図っております。

監査役は、定期的に監査役会を開催し、公正かつ客観的な立場から会社の経営活動全般を対象とし

て、業務、会計両面にわたる監査活動を行うとともに、会計監査人並びに監査室と必要な情報交換、意

見交換を適宜行うなど相互の連携を高めており、経営の監視体制を整えております。

④　会計監査の状況

会計監査につきましては、監査法人トーマツと監査契約を締結しております。当社は、必要な経営

情報を提供する等、適正な監査ができる環境を整備しております。

当期の監査業務を執行した公認会計士等の内容は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名　村上眞治、中桐光康

所属する監査法人　　　　　　　　監査法人トーマツ

会計監査業務に係る補助者　　　　公認会計士、会計士補及びその他　計11名

なお、会社と監査法人、その業務執行社員及び補助者との間には利害関係はございません。

また、当社定款においては、会計監査人の会社法第423条第１項の責任について、善意かつ重過失で

ないときは賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定めておりますが、現時点で会計

監査人との間で責任限定契約を締結しておりません。

⑤　会社と社外取締役及び社外監査役との関係

当社は、特定の企業系列にも属さないことから、社外監査役につきましても、親会社や関連会社等

のグループ会社の出身には該当せず、営業取引面における利害関係及び利益相反関係は一切認めら

れません。なお、社外取締役につきましては選任しておりません。

なお、当社定款においては、社外取締役及び社外監査役の会社法第423条第１項の責任について、善

意かつ重過失でないときは賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定めております

が、現時点で社外取締役及び社外監査役との間で責任限定契約を締結しておりません。
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⑥　取締役会にて決議できる株主総会決議事項

ａ　当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動

的に遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議に

よって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

ｂ　当社は、取締役、監査役及び会計監査人が期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会

社法第426条第１項の規定により、同法第423条第１項に規定する取締役（取締役であった者を含

む。）監査役（監査役であった者を含む。）及び会計監査人（会計監査人であった者を含む。）の

損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に

定めております。

ｃ　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定により、取締

役会の決議によって、中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

⑦　取締役の選解任決議要件

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行い、解任決議は、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定

めております。

⑧　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の特別決議要件について、定足数を緩和することにより株主総会の円滑な運営を

行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款

に定めております。

　

（２）リスク管理体制の整備の状況

情報セキュリティに関する管理体制の整備が当社にとって最も重要であるとの認識のもと、情報

管理責任者を設置するとともに、基本方針や行動指針の制定、規定の整備を図っております。また、リ

スクアセスメントを実施し、経営上重要なリスクに対して、予防措置及び事業継続計画を含む管理体

制の整備を図るとともに、各部門が主体的にリスク管理体制を講じることとしており、部門管理責任

者の指示のもと、作業特性に応じたマニュアルの整備やリスクマネジメントの実施、教育等を推進し

ております。

　

（３）株式会社の支配に関する基本方針

企業価値を向上させることが、結果として防衛にもつながるという基本的な考え方のもと、企業価

値の向上に注力しているところであります。現状、特別な防衛策は導入しておりませんが、当社は次

の基本方針を支持するものが、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配するもの」であることが

望ましいと考えております。

《基本方針》

法令及び社会規範の遵守を前提として次の事項を推進し、中長期的かつ総合的に企業価値の向上を

目指す。

① 効率的な資産活用及び利益重視の経営による業績の向上並びに積極的な利益還元

② 経営の透明性の確保

③ 顧客をはじめあらゆるステークホルダーから信頼される経営体制の構築

なお、上記の基本方針に照らして不適切なものが当社支配権の獲得を表明した場合には、当該表明

者や東京証券取引所その他の第三者等とも協議の上、次の要件を充足するための必要かつ妥当な措

置を講じるものとします。

① 当該措置が上記の基本方針に沿うものであること

② 当該措置が株主の共同の利益を損なうものでないこと

③ 当該措置が役員の地位の維持を目的とするものでないこと
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（４）役員報酬の内容

当期における取締役及び監査役の報酬等は次のとおりであります。
　

区分

取締役 監査役 計

人数

（名）

支給額

（千円）

人数

（名）

支給額

（千円）

人数

（名）

支給額

（千円）

報酬等の総額 ９ 193,590 ３ 24,810 12 218,400

株主総会決議に基づく報酬 ９ 163,590 ３ 24,810 12 188,400

株主総会決議に基づく賞与 ９ 30,000 ― ― ９ 30,000

(注) １　当事業年度末日における取締役は９名、監査役は３名であります。

２　当社取締役はすべて社内取締役であり、当社監査役はすべて社外監査役であります。上記のとおり、社外監査役

３名に支給した報酬等の総額は24,810千円であります。

３　上記のほか、使用人兼務取締役に対し使用人分給与（賞与を含む。）10,500千円を支給しております。

４　上記のほか、平成19年６月28日開催の第54回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役に対し支給した

「株主総会決議に基づく報酬」は総額16,440千円であります。なお、当該退任取締役に対し総額61,512千円の

退職慰労金を支払っております。

５　平成16年６月29日開催の第51回定時株主総会において、取締役の報酬を年額300,000千円以内（使用人兼務取

締役の使用人分給与を含まない。）、監査役の報酬額を年額60,000千円以内と決議いただいております。

　

（５）監査報酬の内容

公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　15,000千円

上記以外の財務報告に係る内部統制に関する助言・指導業務の報酬　　　　　　　 4,770千円
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基

づき、また当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項

の規定に基づき、それぞれ財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項に

より、当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判

断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。

① 資産基準 2.4％

② 売上高基準 1.1％

③ 利益基準 4.6％

④ 利益剰余金基準 △0.5％

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

第54期
(平成19年３月31日)

第55期
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,424,041 1,577,949

　２　売掛金 ※１ 4,038,216 3,950,714

　３　有価証券 ― 500,000

　４　仕掛品 537,218 364,130

　５　貯蔵品 1,724 1,302

　６　前払費用 97,024 90,046

　７　繰延税金資産 464,606 485,528

　８　関係会社短期貸付金 ― 80,000

　９　抵当証券 300,000 ―

　10　その他 8,267 15,777

　　　貸倒引当金 △1,857 △ 1,743

　　　流動資産合計 6,869,24278.6 7,063,70580.0

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 148,151 154,652

　　　　減価償却累計額 89,082 59,068 94,976 59,676

　　(2) 工具、器具及び備品 85,386 83,654

　　　　減価償却累計額 56,332 29,054 54,193 29,460

　　　　有形固定資産合計 88,1221.0 89,1361.0

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 116,842 81,692

　　(2) 電話加入権 3,416 3,416

　　　　無形固定資産合計 120,2581.4 85,1081.0

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 908,352 935,104

　　(2) 関係会社株式 ― 7,280

　　(3) 従業員に対する
　　　　長期貸付金

9,080 6,960

　　(4) 繰延税金資産 125,949 69,839

　　(5) 差入保証金 613,086 579,257

　　(6) その他 4,100 4,100

　　　　貸倒引当金 ― △195

　　　　投資その他の資産合計 1,660,56819.0 1,602,34618.0

　　　固定資産合計 1,868,94921.4 1,776,59120.0

　　　資産合計 8,738,192100.0 8,840,297100.0
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　 第54期
(平成19年３月31日)

第55期
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 1,096,815 582,479

　２　短期借入金 814,000 1,214,000

　３　未払金 329,497 300,533

　４　未払費用 943,412 1,007,976

　５　未払法人税等 72,625 180,883

　６　未払消費税等 61,702 116,349

　７　預り金 28,498 36,744

　８　役員賞与引当金 ― 30,000

　９　受注損失引当金 ― 9,775

　10　その他 1,419 798

　　　流動負債合計 3,347,97038.3 3,479,54039.4

Ⅱ　固定負債

　  　長期未払金 ※２ 303,816 77,800

　　　固定負債合計 303,8163.5 77,8000.9

　　　負債合計 3,651,78741.8 3,557,34040.3

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 970,40011.1 970,40010.9

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 242,600 242,600

　　(2) その他資本剰余金 598,454 589,143

　　　　資本剰余金合計 841,0549.6 831,7439.4

　３　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　別途積立金 2,900,000 2,900,000

　　　　繰越利益剰余金 522,034 770,925

　　　　利益剰余金合計 3,422,03439.2 3,670,92541.5

　４　自己株式 △288,494△3.3 △203,883△2.3

　　　株主資本合計 4,944,99456.6 5,269,18559.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 141,4101.6 13,7710.2

　　　評価・換算差額等合計 141,4101.6 13,7710.2

　　　純資産合計 5,086,40458.2 5,282,95659.7

　　　負債純資産合計 8,738,192100.0 8,840,297100.0
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② 【損益計算書】

　

第54期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 15,174,776100.0 15,989,449100.0

Ⅱ　売上原価 12,559,16382.8 12,983,69981.2

　　　売上総利益 2,615,61317.2 3,005,74918.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　広告宣伝費 25,711 17,139

　２　役員報酬 169,650 204,840

　３　役員賞与引当金繰入額 ― 30,000

　４　給与及び手当 658,095 662,461

　５　賞与 216,380 247,946

　６　退職給付費用 39,974 67,080

　７　福利厚生費 159,327 141,433

　８　採用費 59,745 56,999

　９　交際費 65,887 62,844

　10　旅費交通費 77,616 69,052

　11　事務消耗品費 44,931 63,774

　12　減価償却費 61,580 57,517

　13　賃借料 196,076 230,549

　14　支払手数料 165,257 152,990

　15　貸倒引当金繰入 ― 81

　16　その他 ※１ 195,2942,135,53014.0 200,2032,264,91414.2

　　　営業利益 480,0833.2 740,8344.6

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 4,555 4,630

　２　有価証券利息 ― 12,526

　３　受取配当金 12,018 12,788

　４　保険配当金 3,931 19,153

　５　受取手数料 3,058 2,929

　６　投資有価証券売却益 403 90

　７　その他 361 24,3280.1 869 52,9870.4

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 14,487 17,193

　　　有価証券償還損 ― 14,4870.1 45,773 62,9660.4

　　　経常利益 489,9233.2 730,8554.6
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　 第54期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　　　貸倒引当金戻入益 53 53 0.0 ― ― ―

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※２ 2,849 2,715

　２　投資有価証券評価損 14,249 17,0990.1 ― 2,7150.0

　　　税引前当期純利益 472,8773.1 728,1394.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

172,957 248,493

　　　法人税等調整額 108,146281,1031.8 82,289330,7832.1

　　　当期純利益 191,7731.3 397,3562.5
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売上原価明細書

　

第54期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　労務費

１　給与及び賞与 5,051,206 5,361,534

２　退職給付費用 188,063 326,151

３　その他 658,8645,898,13446.5 570,0616,257,74648.8

Ⅱ　外注費 5,888,90946.4 5,738,39644.8

Ⅲ　経費

１　旅費交通費 244,301 250,683

２　事務消耗品費 25,762 22,791

３　賃借料 402,934 393,543

４　その他 227,730900,7287.1 147,451814,4686.4

当期総製造費用 12,687,772100.0 12,810,612100.0

期首仕掛品棚卸高 408,608 537,218

計 13,096,381 13,347,830

期末仕掛品棚卸高 537,218 364,130

当期製品製造原価 12,559,163 12,983,699

売上原価 12,559,163 12,983,699

(注)　当社の原価計算の方法は、プロジェクト別個別原価計算によっております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

第54期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益剰
余金

平成18年３月31日残高(千円)970,400242,600598,432841,0322,700,000680,8913,380,891△208,7454,983,578

事業年度中の変動額

　別途積立金の積立（注1） ― 200,000△200,000 ― ―

　剰余金の配当（注1） ― △150,630△150,630 △150,630

　当期純利益 ― 191,773191,773 191,773

　自己株式の取得 ― ― △79,881△79,881

　自己株式の処分 21 21 ― 131 153

株主資本以外の項目の事業
年度の変動額(純額)

― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― 21 21 200,000△158,85641,143△79,749△38,584

平成19年３月31日残高（千円）970,400242,600598,454841,0542,900,000522,0343,422,034△288,4944,944,994

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 197,632 197,632 5,181,210

事業年度中の変動額

　別途積立金の積立（注1） ― ―

　剰余金の配当（注1） ― △150,630

　当期純利益 ― 191,773

　自己株式の取得 ― △79,881

　自己株式の処分 ― 153

株主資本以外の項目の事業年度
の変動額(純額)

△56,221 △56,221 △56,221

事業年度中の変動額合計(千円) △56,221 △56,221 △94,805

平成19年３月31日残高（千円） 141,410 141,410 5,086,404

（注）１　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

２　「その他資本剰余金」の当事業年度末残高 598,454千円の内訳は、資本準備金減少差益

598,400千円、自己株式処分差益 54千円であります。
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第55期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益剰
余金

平成19年３月31日残高(千円)970,400242,600598,454841,0542,900,000522,0343,422,034△288,4944,944,994

事業年度中の変動額

　別途積立金の積立 ― ― ―

　剰余金の配当 ― △148,466△148,466 △148,466

　当期純利益 ― 397,356397,356 397,356

　自己株式の取得 ― ― △299 △299

　自己株式の処分 △9,311△9,311 ― 84,91175,600

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― △9,311△9,311 ― 248,890248,89084,611324,190

平成20年３月31日残高（千円）970,400242,600589,143831,7432,900,000770,9253,670,925△203,8835,269,185

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 141,410 141,410 5,086,404

事業年度中の変動額

　別途積立金の積立 ―

　剰余金の配当 △148,466

　当期純利益 397,356

　自己株式の取得 △299

　自己株式の処分 75,600

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)

△127,639 △127,639 △127,639

事業年度中の変動額合計(千円) △127,639 △127,639 196,551

平成20年３月31日残高（千円） 13,771 13,771 5,282,956

（注） 「その他資本剰余金」の当事業年度末残高 589,143千円の内訳は、資本準備金減少差益 598,400千

円、自己株式処分差損 9,256千円であります。
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】
　

第54期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税引前当期純利益 472,877 728,139

　２　減価償却費 63,519 60,036

　３　役員賞与引当金の増減額(減少：△) △25,000 30,000

　４　受注損失引当金の増減額(減少：△) △21,230 9,775

　５　役員退職慰労引当金の増減額(減少：△) △160,762 ―

　６　受取利息及び受取配当金 △16,574 △ 29,944

　７　支払利息 14,487 17,193

　８　売上債権の増減額(増加：△) △576,977 87,501

　９　たな卸資産の増減額(増加：△) △128,266 173,509

　10　仕入債務の増減額(減少：△) 142,254 △ 514,336

　11　未払金の増減額(減少：△) △5,922 △ 258,632

　12　未払費用の増減額(減少：△) 42,061 64,523

　13　未払消費税等の増減額(減少：△) △30,055 54,647

　14　その他 13,770 59,045

　　　　小計 △215,816 481,462

　15　法人税等の支払額 △254,554 △ 143,561

　16　法人税等の還付額 280 ―

　 営業活動によるキャッシュ・フロー △470,090 337,900

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有価証券の取得による支出 ― △ 400,790

　２　有価証券の売却等による収入 ― 355,017

　３　有形固定資産の取得による支出 △15,125 △ 18,352

　４　無形固定資産の取得による支出 △1,253 △ 6,611

　５　投資有価証券の取得による支出 △342,004 △ 202,954

　６　投資有価証券の売却による収入 25,493 163

　７　投資有価証券の償還による収入 45,500 ―

　８　関係会社株式の取得による支出 ― △7,280

　９　従業員に対する貸付けによる支出 △6,930 △ 6,470

　10　従業員に対する貸付金の回収による収入 8,523 8,914

　11　関係会社に対する貸付けによる支出 ― △ 80,000

　12　抵当証券の増減額（純額） △300,000 △ 200,000

　13　利息及び配当金の受取額 15,923 30,034

　14　その他 △29,400 35,219

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △599,274 △ 493,108

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の増減額(純額) 522,000 400,000

　２　自己株式の取得による支出 △79,881 △ 299

　３　自己株式の売却による収入 ― 75,600

　４　利息の支払額 △14,599 △ 17,718

　５　配当金の支払額 △150,630 △ 148,466

　６　その他 153 ―

　 財務活動によるキャッシュ・フロー 277,042 309,116

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△) △792,322 153,908

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 2,216,363 1,424,041

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,424,041 1,577,949
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重要な会計方針

　

項目
第54期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

―――――

 

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　決算末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。なお、評価差額

は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定し

ております。

(1) 子会社株式

　　移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

　　時価のないもの

　　移動平均法による原価法によってお

ります。

　　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 仕掛品‥‥個別法による原価法に

よっております。

(1) 仕掛品‥‥同左

(2) 貯蔵品‥‥最終仕入原価法によっ

ております。

(2) 貯蔵品‥‥同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法によっております。なお、耐用

年数は、建物が３～65年、工具、器具

及び備品が３～20年であります。

(1) 有形固定資産

同左

 

（会計方針の変更）

　法人税法の改正(所得税法等の一部

を改正する法律　(平成19年３月30日

　法律第６号)及び法人税法施行令の

一部を改正する政令　(平成19年３月

30日　政令第83号))に伴い、当事業年

度から、平成19年４月１日以降に取

得したものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更しており

ます。

　この変更により当事業年度の損益

に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

　法人税法の改正(所得税法等の一部

を改正する法律　(平成19年３月30日

　法律第６号)及び法人税法施行令の

一部を改正する政令　(平成19年３月

30日　政令第83号))に伴い、当事業年

度から、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

　この変更により当事業年度の損益

に与える影響は軽微であります。

(2) 無形固定資産

　　自社利用ソフトウェアについて、社

内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

項目
第54期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個々に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

 

―――――

 

(2) 役員賞与引当金

　　取締役賞与の支給に備えるため、支

給見込額を計上しております。

 

――――― (3) 受注損失引当金

　　受注契約に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末における受注契

約に係る損失見込額を計上しており

ます。

(2) 役員退職慰労引当金

　（追加情報）

　　当社は、平成16年６月29日開催の第

51回定時株主総会において、役員退

職慰労金制度を廃止することを決議

し、また平成18年６月29日開催の第

53回定時株主総会において、在任取

締役及び監査役に対し平成16年６月

までの在任期間に対応する役員退職

慰労金を打ち切り支給することを決

議いたしました。これに伴い、平成16

年６月末の役員退職慰労金の未支給

額を長期未払金に振替えておりま

す。当事業年度末の長期未払金に含

まれる役員退職慰労金未支給額は

139,312千円であります。

―――――

　　

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

同左

６　キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から
３ヵ月以内に満期日又は償還日の到来
する流動性の高い、容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない短期的な投資から
なっております。

同左

７　その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜方式によっております。

同左
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重要な会計方針の変更

第54期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。これまでの「資本の部」の

合計に相当する金額は 5,086,404千円であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。

　　　　　　　　　―――――

　

表示方法の変更

第54期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――― (貸借対照表)

前事業年度おいて流動資産の「抵当証券」として表示し

ておりました抵当証券（前事業年度300,000千円、当事業

年度500,000千円）は、金融商品会計基準等の改正に伴

い、当事業年度から「有価証券」に含めて表示しており

ます。　

――――― (キャッシュ・フロー計算書)

前事業年度において「財務活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に含めておりました「自己株式の売

却による収入」（前事業年度153千円）は、金額的重要性

が増加したため、当事業年度から区分掲記しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
第54期

(平成19年３月31日) 
第55期

(平成20年３月31日) 

――――― ※１　関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

ほか、次のものがあります。

　　　  売掛金　　　                    91,455千円

――――― ※２　長期未払金77,800千円は、役員退職慰労金未支給額

であります。

　　　当社は、平成16年６月29日開催の第51回定時株主総会

において、役員退職慰労金制度を廃止することを決

議し、また平成18年６月29日開催の第53回定時株主

総会において、在任取締役及び監査役に対し平成16

年６月までの在任期間に対応する役員退職慰労金を

打ち切り支給することを決議しております。

　

(損益計算書関係)

　

第54期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　一般管理費に含まれる研究開発費は、64,606千円で

あります

※１　一般管理費に含まれる研究開発費は、18,982千円で

あります。

※２　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 2,784千円

工具、器具及び備品 65千円

合計 2,849千円

※２　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 2,054千円

工具、器具及び備品 661千円

合計 2,715千円
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(株主資本等変動計算書関係)

第54期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,278,400 ― ― 6,278,400 

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 253,180 86,740 160 339,760 

（変動事由の概要）

１　自己株式（普通株式）の増加数の内訳は、次のとおりであります。

① 会社法第165条３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく取締役会決議による

自己株式の取得による増加　　 　　　　　　　　　　　86,500株

② 単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　240株

２　自己株式（普通株式）の減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の売渡しによる減少　　　　　　　　　　　　160株

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 150,630 25平成18年３月31日 平成18年６月29日

　
　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 148,466 25平成19年３月31日 平成19年６月29日
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第55期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,278,400 ― ― 6,278,400

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 339,760 380 100,000 240,140 

（変動事由の概要）

１　自己株式（普通株式）の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　 単元未満株式の買取りによる増加　　 　　　　　　　　　　　　380株

２　自己株式（普通株式）の減少数の内訳は、次のとおりであります。

取締役会決議に基づく第三者割当による処分による減少　　 100,000株

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 148,466 25平成19年３月31日 平成19年６月29日

　
　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 150,956 25平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　

第54期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,424,041千円

現金及び現金同等物 1,424,041千円
　

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,577,949千円

現金及び現金同等物 1,577,949千円
　

　

(リース取引関係)

　

第54期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
　

工具、器具
及び備品

ソフト
ウェア

合計

取得価額
相当額

69,925千円954千円70,879千円

減価償却累
計額相当額

42,025千円530千円42,555千円

当期末残高
相当額

27,900千円424千円28,324千円

　

工具、器具
及び備品

ソフト
ウェア 合計

取得価額
相当額

65,294千円954千円66,248千円

減価償却累
計額相当額

40,216千円848千円41,065千円

当期末残高
相当額

25,077千円106千円25,183千円

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 17,402千円

１年超 11,336千円

合計 28,739千円

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 14,304千円

１年超 11,264千円

合計 25,568千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 24,260千円

減価償却費相当額 23,549千円

支払利息相当額 713千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 24,627千円

減価償却費相当額 23,841千円

支払利息相当額 692千円

　(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　・減価償却費相当額の算定方法

　　　　…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

　　　・利息相当額の算定方法

　　　　…リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっております。

　(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　・減価償却費相当額の算定方法

　　　　…同左

　

　　　・利息相当額の算定方法

　　　　…同左
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(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

第54期
(平成19年３月31日)

第55期
(平成20年３月31日)

取得原価

(千円)

貸借対照表
計上額
(千円)

差額

(千円)

取得原価

(千円)

貸借対照表
計上額
(千円)

差額

(千円)

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

株式 140,493328,755188,26194,247161,03366,786

その他 59,230 66,305 7,075 7,153 7,638 484

小計 199,723395,061195,337101,400168,67167,271

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　株式 327,302298,791△28,511560,880489,949△70,930

その他 ― ― ― 66,238 61,983△4,255

小計 327,302298,791△28,511627,118551,932△75,185

合計 527,026693,852166,826728,519720,604△7,914

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。なお、前事業年度において減損処理を行い、投資有価

証券評価損 14,249千円を計上しております。

　

２　当事業年度中に売却したその他有価証券

　

内容
第54期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

売却額(千円) 25,493 163

売却益の合計額(千円) 403 90

　

３　時価評価されていない主な有価証券

　

内容

第54期
(平成19年３月31日)

第55期
(平成20年３月31日)

貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 214,500 214,500

抵当証券 ― 500,000

計 214,500 714,500

（注）抵当証券は、前事業年度において流動資産の「抵当証券」（300,000千円）として会計処理していましたが、金

融商品会計基準等の改正に伴い、当事業年度から「有価証券」として会計処理しております。
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４　その他有価証券のうち満期があるもの

　

区分

第54期
(平成19年３月31日)

第55期
(平成20年３月31日)

貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

債券

　非上場債券

　　１年以内 ― 500,000

その他

１年超５年以内 10,943 7,638

計 10,943 507,638

　

(デリバティブ取引関係)

第54期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

第55期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．取引の状況に関する事項

（１）取引の内容

　複合金融商品である他社株転換社債による資金運用を行っております。

（２）取引に対する取組み方針及び取引の利用目的

余資運用の一貫として、効果的かつ効率的な資金運用を図るため行っております。他社株転換社債は、リス

クフリーレートの公社債に比較して利回りが高い反面、下記（3）のリスクを内包しております。このため、

運用金額全体に制限を設けております。

（３）取引に係るリスクの内容

対象株式等の時価の下落により株式で償還される等により元本の一部が毀損し、他社株転換社債の額面金

額で償還されないリスクがあります。

（４）取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、また当

社のニーズを考慮して設計内容を変更するなどの検討を事前に十分に行い、最終的には経理部長の判断で

運用投資を決定しております。

また、取引内容及び運用実績等について、半期ごとに経営会議にて報告を行っております。

２．取引の時価等に関する事項

当事業年度末（平成20年３月31日）においては、他社株転換社債の残高がないため、該当事項はあ

りません。 
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(退職給付関係)

　

第54期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日) 

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日) 

(1) 採用している退職給付制度の概要
　　当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成17年４月に
退職給付制度の改定を実施し、退職一時金制度及び適
格退職年金制度から退職金前払い制度及び確定拠出年
金制度に移行しております。なお、確定拠出年金制度へ
の資産移換は平成17年４月から４年間で実施する予定
であり、当事業年度末時点の未移換額は329,006千円で
あり、未払金に164,503千円、長期未払金に164,503千円
それぞれ計上しております。
 

(1) 採用している退職給付制度の概要
　　当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成17年４月に
退職給付制度の改定を実施し、退職一時金制度及び適
格退職年金制度から退職金前払い制度及び確定拠出年
金制度へ移行しております。なお、確定拠出年金制度へ
の資産移換は平成17年４月から４年間で実施する予定
であり、当事業年度末時点の未移換額は159,321千円で
あり、未払金に計上しております。
　また、当社は、昭和57年２月から、総合設立方式の全国
情報サービス産業厚生年金基金に加入しております。

　
(2) 退職給付費用に関する事項
　

① 確定拠出年金掛金 149,982千円

② 前払退職金 78,055千円

③ 退職給付費用 228,038千円

　

(2) 退職給付費用に関する事項
　

① 確定拠出年金掛金 153,733千円

② 前払退職金 83,709千円

③ 厚生年金基金拠出額 155,789千円

④ 退職給付費用 393,232千円

　
(3) 調整年金制度

　当社は、上記退職給付制度とは別に、昭和57年２月１

日より、調整年金制度(総合設立の全国情報サービス産

業厚生年金基金)を採用しております。当事業年度にお

ける同厚生年金基金掛金は 145,196千円であります。

また、同厚生年金基金の年金資産残高のうち、当社の掛

金拠出割合に基づく当事業年度末における年金資産残

高は 2,912,203千円であります。

―――――

――――― (3) 全国情報サービス産業厚生年金基金制度に関する事

項

① 積立状況に関する事項(平成19年３月31日現在)

年金資産の額 414,972,369千円

年金財政計算の給付債務の額 358,004,290千円

　差引額 56,968,079千円

② 制度全体に占める当社の掛金拠出割合

(平成19年３月分掛金拠出額)

0.7％

③ 補足説明

　　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の未償

却過去勤務債務残高1,076,725千円及び繰越不足金又

は別途積立金58,044,804千円であります。未償却過去

勤務債務は第２加算年金加入かつ過去期間持込事業

所に係るものであり、当社に影響するものではありま

せん。
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(ストック・オプション等関係)

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)　ストック・オプションの内容

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名) 当社取締役　　　７名

当社管理職　 　193名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　　96,700株

付与日 平成15年８月19日

権利確定条件 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役または
従業員であることを要する。ただし、当社監査役に選任され、または子会社・
関連会社の取締役、監査役もしくは従業員に選任・採用された場合、当該新株
予約権者は、その在任・在職中に限り、自己に発行された新株予約権を行使す
ることができる。

対象勤務期間 定めはありません。

権利行使期間 平成16年６月28日～平成19年６月27日

　

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名) 当社取締役　　　８名

当社管理職　　 196名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　　98,200株

付与日 平成16年８月31日

権利確定条件 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役または
従業員であることを要する。ただし、当社監査役に選任され、または子会社・
関連会社の取締役、監査役もしくは従業員に選任・採用された場合、当該新株
予約権者は、その在任・在職中に限り、自己に発行された新株予約権を行使す
ることができる。

対象勤務期間 定めはありません。

権利行使期間 平成17年６月30日～平成20年６月29日

　

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名) 当社取締役　　　８名

当社管理職　　 203名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　　99,200株

付与日 平成17年８月31日

権利確定条件 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役または
従業員であることを要する。ただし、当社監査役に選任され、または子会社・
関連会社の取締役、監査役もしくは従業員に選任・採用された場合、当該新株
予約権者は、その在任・在職中に限り、自己に発行された新株予約権を行使す
ることができる。

対象勤務期間 定めはありません。

権利行使期間 平成18年６月30日～平成21年６月29日
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(2)　ストック・オプションの規模及びその変動状況　

①ストック・オプションの数

決議年月日 平成15年６月27日 平成16年６月29日 平成17年６月29日

権利確定前

前事業年度末（株） － － 98,800

付与（株） － － －

失効（株） － － －

権利確定（株） － － 98,800

未確定残（株） － － －

権利確定後

前事業年度末（株） 95,700 97,600 －

権利確定（株） － － 98,800

権利行使（株） － － －

失効（株） 3,600 3,400 3,400

未行使残（株） 92,100 94,200 95,400

　

②単価情報

決議年月日 平成15年６月27日 平成16年６月29日 平成17年６月29日

権利行使価格（円） 1,209 1,064 1,008

行使時平均株価（円） － － －

付与日における公正な

評価単価（円）
－ － －
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当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)　ストック・オプションの内容

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名) 当社取締役　　　７名

当社管理職　 　193名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　　96,700株

付与日 平成15年８月19日

権利確定条件 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役または
従業員であることを要する。ただし、当社監査役に選任され、または子会社・
関連会社の取締役、監査役もしくは従業員に選任・採用された場合、当該新株
予約権者は、その在任・在職中に限り、自己に発行された新株予約権を行使す
ることができる。

対象勤務期間 定めはありません。

権利行使期間 平成16年６月28日～平成19年６月27日

　

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名) 当社取締役　８名

当社管理職　196名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　98,200株

付与日 平成16年８月31日

権利確定条件 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役または
従業員であることを要する。ただし、当社監査役に選任され、または子会社・
関連会社の取締役、監査役もしくは従業員に選任・採用された場合、当該新株
予約権者は、その在任・在職中に限り、自己に発行された新株予約権を行使す
ることができる。

対象勤務期間 定めはありません。

権利行使期間 平成17年６月30日～平成20年６月29日

　

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名) 当社取締役　８名

当社管理職　203名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　99,200株

付与日 平成17年８月31日

権利確定条件 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役または
従業員であることを要する。ただし、当社監査役に選任され、または子会社・
関連会社の取締役、監査役もしくは従業員に選任・採用された場合、当該新株
予約権者は、その在任・在職中に限り、自己に発行された新株予約権を行使す
ることができる。

対象勤務期間 定めはありません。

権利行使期間 平成18年６月30日～平成21年６月29日
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(2)　ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数

決議年月日 平成15年６月27日 平成16年６月29日 平成17年６月29日

権利確定前

前事業年度末（株） － － －

付与（株） － － －

失効（株） － － －

権利確定（株） － － －

未確定残（株） － － －

権利確定後

前事業年度末（株） 92,100 94,200 95,400

権利確定（株） － － －

権利行使（株） － － －

失効（株） 92,100 10,500 10,500

未行使残（株） － 83,700 84,900

　

②単価情報

決議年月日 平成15年６月27日 平成16年６月29日 平成17年６月29日

権利行使価格（円） － 1,064 1,008

行使時平均株価（円） － － －

付与日における公正な評価単価（円） － － －

　

次へ
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(税効果会計関係)

　
第54期

(平成19年３月31日)
第55期

(平成20年３月31日)

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　①　流動の部

繰延税金資産

未払賞与 343,511千円

未払確定拠出年金掛金 71,973千円

未払事業税 9,857千円

その他 39,264千円

繰延税金資産合計 464,606千円

　

　②　固定の部

繰延税金資産

未払確定拠出年金掛金 66,936千円

未払役員退職慰労金 56,686千円

ソフトウェア 44,736千円

その他 59,991千円

繰延税金資産小計 228,350千円

　評価性引当額 60,928千円

繰延税金資産合計 167,421千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 25,415千円

その他 16,057千円

繰延税金負債合計 41,472千円

繰延税金資産の純額 125,949千円
　

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　①　流動の部

繰延税金資産

未払賞与 365,192千円

未払確定拠出年金掛金 70,007千円

未払事業税 19,602千円

受注損失引当金 3,977千円

その他 26,748千円

繰延税金資産合計 485,528千円

　②　固定の部

繰延税金資産

未払役員退職慰労金 31,656千円

ソフトウェア 33,896千円

その他有価証券評価差額 21,685千円

その他 59,546千円

繰延税金資産小計 146,786千円

　評価性引当額 60,889千円

繰延税金資産合計 85,896千円

繰延税金負債

退職給付信託解約益 16,057千円

繰延税金負債合計 16,057千円

繰延税金資産の純額 69,839千円
　

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない
項目

5.7

住民税均等割 0.9

税額控除 △0.4

繰延税金資産に係る評価性引当て 12.8

その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

59.4％

　

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない
項目

5.4

住民税均等割 0.6

税額控除 △1.1

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

45.4％
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(持分法損益等)

第54期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

第55期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

第54期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

第55期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

子会社等

属性 会社等の名称 住所
資本金

(千円)
事業の内容

議決権等の所有

（被所有）割合

（％）

関係内容
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）役員の

兼任等

事業上

の関係

子会社
シンクアプ
ローチ株式会
社

東京都
港区

17,850

コンピュータ
ソフトウェア
の開発販売及
び賃貸等

所有（直接）
100

兼任
６名

システ

ム開発
システム
開発支援

87,100売掛金 91,455

(注) １　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

価格及び取引条件は、当社と関係を有しない他の第三者と同様に、提供サービスの質及び価格等を総

合的に勘案し、取引の是非及び価格を決定しております。

　

(企業結合等関係)

第54期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

第55期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

第54期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 856円49銭１株当たり純資産額 874円91銭

１株当たり当期純利益 31円85銭１株当たり当期純利益 66円25銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２　算定上の基礎

　(1) １株当たり純資産額

第54期

（平成19年3月31日）

第55期

（平成20年3月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 5,086,404 5,282,956

純資産の部の合計額から控除する金額
(千円)

－ －

普通株式に係る純資産額(千円) 5,086,404 5,282,956

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

5,938,640 6,038,260

　
　(2) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

第54期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第55期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

損益計算書上の当期純利益(千円) 191,773 397,356

普通株式に係る当期純利益(千円) 191,773 397,356

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,020,482 5,997,752

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要

 

平成15年６月27日株主総会
特別決議(新株予約権921個)
平成16年６月29日株主総会
特別決議(新株予約権942個)
平成17年６月29日株主総会
特別決議(新株予約権954個)

平成16年６月29日株主総会
特別決議(新株予約権837個)
平成17年６月29日株主総会
特別決議(新株予約権849個)

　

(重要な後発事象)

第54期(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

第55期(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券
(その他有価証券)

アジア航測㈱ 700,000 266,700

㈱みずほフィナンシャルグループ優先株式 200 200,000

㈱みずほフィナンシャルグループ 346 126,651

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 64,020 55,057

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 283 42,733

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 100 43,600

㈱インフォメーション・ディベロプメント 60,000 36,600

新光証券㈱ 110,000 31,900

三菱ＵＦＪニコス㈱ 100,000 28,800

ソフトブレーン・オフショア㈱ 2,000 10,000

㈱大垣共立銀行 19,183 10,301

㈱クロスキャット 30,000 7,110

㈱システムイオ 180 3,000
その他 5,230 3,030

　その他有価証券計 1,091,542 865,483

投資有価証券計 1,091,542 865,483

計 1,091,542 865,483

　

【債券】

　

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

有価証券
(その他有価証券)

日本抵当証券㈱
抵当証券 500,000 500,000

　その他有価証券計 500,000 500,000

有価証券計 500,000 500,000

計 500,000 500,000

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券
(その他有価証券)

証券投資信託受益証券

興銀第一ライフ・アセットマネジメント

バランス物語30 51,617,106 51,973

大和証券投資信託委託

アクティブ店頭株オープン 12,300,000 7,638
グローバル好配当株ファンド 11,893,825 10,009

　その他有価証券計 75,810,931 69,621

投資有価証券計 75,810,931 69,621

計 75,810,931 69,621
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

　建物 148,15112,6586,157154,65294,9769,99559,676

　工具、器具
　及び備品

85,3869,23310,96683,65454,1938,16629,460

有形固定資産計 233,53821,89117,123238,306149,16918,16289,136

無形固定資産

　ソフトウェア 260,8956,724 ― 267,620185,92741,87481,692

　電話加入権 3,416 ― ― 3,416 ― ― 3,416

無形固定資産計 264,3126,724 ― 271,036185,92741,87485,108

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

　(注)　１　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物

本社ビルのフロアリニューアルに伴う建物附属設備の購入　　　　　　10,389千円

工具、器具及び備品

本社ビルのフロアリニューアルに伴う備品の購入　　　　　　 　　　　5,487千円

事務用機器の購入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　3,746千円

ソフトウェア

自社利用のソフトウェアの自社開発　　　　　　　　　　　　 　　　　4,211千円

　　　　２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物

本社ビルのフロアリニューアルに伴う建物附属設備の除却　　　　　　 5,377千円

工具、器具及び備品

ネットワーク環境、周辺機器及び事務用機器の除却　　　　　　 　　 10,966千円

　

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 814,000 1,214,000 1.3 ―

１年以内返済予定のリース債務 ― ― ― ―

リース債務
(１年以内に返済予定のものを除く)

― ― ― ―

合計 814,000 1,214,000 ― ―

(注)　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金(流動) 1,857 1,743 ― 1,857 1,743

貸倒引当金(固定) ― 195 ― ― 195

役員賞与引当金 ― 30,000 ― ― 30,000

受注損失引当金 ― 9,775 ― ― 9,775

(注)　貸倒引当金(流動)の当期減少額のその他は、洗替による戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 125

預金

当座預金 1,229,071

普通預金 13,452

通知預金 250,000

定期預金 80,000

別段預金 5,300

預金計 1,577,823

合計 1,577,949

　

②　売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(千円)

 三菱ＵＦＪニコス㈱ 514,488

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 380,481

富士通㈱ 343,798

㈱ライフ 315,659

国税庁 257,250

その他(注) 2,139,036

合計 3,950,714

(注)　㈱エヌ・ティ・ティ・データ・フロンティア他

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

次期繰越高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

4,038,21616,953,02317,040,5253,950,714 81.2 86.2

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

　

③　仕掛品

　

区分 金額(千円)

システム開発 362,862

システム製品販売等 1,267

合計 364,130
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④　貯蔵品

　

区分 金額(千円)

ＭＲＤＢマニュアル・ＣＤ-ＲＯＭ 1,302

合計 1,302

　

⑤　繰延税金資産

流動資産に計上した繰延税金資産は485,528千円であり、その内容については、「財務諸表等　(1)財

務諸表　注記事項(税効果会計関係)」に記載しております。

　

⑥　差入保証金

　

区分 金額(千円)

本社事務所 553,668

大阪営業所 8,982

虎ノ門事業所 16,606

合計 579,257

　

⑦　買掛金

　

相手先 金額(千円)

テクノバン㈱ 45,150

セントラル技研㈱ 23,389

㈱システムイオ 19,089

㈱エヌアイエス 16,971

㈱クリエイション 16,480

その他 (注) 461,398

合計 582,479

(注)　情報技術センター㈱他

　

⑧　未払費用

　

区分 金額(千円)

給与 37,621

賞与 796,534

社会保険料 156,326

その他（注） 17,494

合計 1,007,976

(注)　補修費用他
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

株券喪失登録に伴う
手数料

１　喪失登録　　　１件につき　10,000円

２　喪失登録株券　１枚につき　　 500円

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載しておりま
す。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであ
ります。

http://www.tdc.co.jp/

株主に対する特典 ありません

（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に揚げる権利以外の権利を行使することができません。

会社法第189条第２項各号に揚げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度　第54期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月28日関東財務局長に提出。

　

(2) 半期報告書

　　事業年度　第55期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月18日関東財務局長に提出。

　

(3) 自己株券買付状況報告書(証券取引法24条の６第１項に基づくもの)

　　平成19年４月６日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　村　　上　　眞　　治　　印

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　中　　桐　　光　　康　　印

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

での第54期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フ

ロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　村　　上　　眞　　治　　印

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　中　　桐　　光　　康　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成19年４月１日から平成20年

３月31日までの第55期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、

キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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